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 当機構は以下のような活動を無料（機構負担）で行っています。また、Web会議シ
ステム（zoom）によるリモート形式での対応も可能です。区画整理やまちづくりに
関する悩み・課題をお持ちの場合は、お気軽にご相談ください。 

 ○区画整理やまちづくりに関する相談対応 
・まちづくりや土地区画整理事業に関して、計画づくり・合意形成など立ち上げ段階か
ら、事業の促進、事業の収束、事業後のまちの形成まで、あらゆる段階における様々
な問題・課題に対して無料で相談に応じ、情報提供・助言を行っています。 

○区画整理やまちづくりに関する専門家等派遣、事業化支援業務など
・ご要請があれば、当機構の費用負担で、多様な分野の専門家や民間事業者の職員で構
成する専門家グループを現地に派遣し、現地での情報提供や助言を行っています。 

○区画整理に係るノウハウ・資金力があり信頼のおける民間事業者の紹介
・組合区画整理における業務代行者等、信頼のおける民間事業者を紹介しています。 

 

 

 <<<  Web版 機構だより令和８(2026)年 1月号 掲載項目 >>> 
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＜お知らせ＞ 
■「令和８年度 全国街なか再生・能登半島地震復興まちづくり支援助成金」の 
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ご挨拶 

理事長 松田 秀夫 

 
平素から、当機構に対し格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。本年もよろしくお願い

致します。 
昨今、建設分野全般に渡り、物価上昇、人手確保難等に伴う建設費の高騰が大きな問題となっ

ており、区画整理事業においても事業費高騰による計画の見直しや業務代行者の確保難などの影
響が見られているところです。一方で、産業・物流等の用地のニーズには底堅いものがあり、産
業等の立地に対する公共団体側の要望にも大きいものがあります。 
昨年１０月に、新たに立ち上げた「産業立地と区画整理講習会」では１００人を超える方に参

加を頂きました。本講習会では、土地区画整理事業を通じた産業用地の供給促進などに向けて、
産業立地と開発整備用地の方向性、土地区画整理事業と農地転用、地域未来投資促進法の活用等
による産業立地推進について講習を行ったところです。 
当機構は、街なかの再生等に資する取り組みを行う民間団体を資金面で支援する街なか再生助

成金制度を持っておりますが、一昨年元旦に発生した能登半島地震により被災した市街地の復興
のための特別枠を設け、引き続き支援しているところです。昨年度は七尾市（和倉温泉地区）の
取り組みに対し支援をしましたが、今年度は、珠洲市、能登町、輪島市（いわゆる朝市通り地区
周辺）における取り組みを助成対象としました。 
さて、当機構では、関係の皆様と連携しながら、「専門家等派遣」、「専門家グループによる事業

化支援」、「業務代行者の紹介」、「立体換地手法の活用支援」などの基幹的業務を展開しておりま
す。webシステムも活用しながら、多くの方々がより充実した内容のサービスを享受できるよう
努めております。各種講習会ではオンラインにより全国各地域の方々に受講頂いております。専
門家派遣のニーズも大きく、要請先のニーズに応じて、９８名の登録者の中から選考して適切な
分野の専門家の方に現地に赴いて頂いたり、必要に応じオンラインによる対応も行っているとこ
ろです。なお、昨年末から１地区において専門家グループによる事業化支援が始まりました。こ
れら講習会、専門家派遣、相談業務をはじめ当機構事業全般について今後とも一層のご活用を頂
ければと存じます。 
また、当機構の活動の大きな柱の一つである「民間事業者研究会」では、令和７年度は前年度

に引き続き「防災・減災まちづくり検討分科会」を設け、近年のインフラ・まちづくり分野での
最大の課題である防災・減災をテーマに調査研究を進めています。 
当機構としては、引き続き基幹事業の積極的展開に努めるとともに、時代やニーズの変化に対

応した新たな支援メニューの提供に向けて取り組んで参りたいと考えております。最後に、当機
構に対するご支援、ご協力をお願い申し上げますとともに、令和８年が皆様にとって実り多い一
年になることをお祈りし、ご挨拶といたします。  
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★★★★★＜お知らせ＞★★★★★ 

■ 「令和８年度 全国街なか再生・能登半島地震復興まちづくり支援助成金」
の公募を行います（～令和８年３月） 
「全国街なか再生・能登半島地震復興まちづくり支援助成金」は、全国の街なかにおける市街地

整備や街なかの再生に資する取り組み、または、令和６年能登半島地震の被災市街地の復興まち
づくりや拠点地区の賑わい再生に資する取り組みを行う民間団体を支援するために、取組みに必
要な資金の一部（限度額 100万円）を助成し、全国の賑わいあるまちづくりや能登半島地震被災
地の復興まちづくりを促進するものです。 
令和８年度の助成金については、令和８年２月１日から３月３１日まで申請を受け付けます。 
申請に係る事前のご相談は随時賜りますので、お気軽にお問合せください。 
また、能登半島地震復興にかかる助成については、今回の公募締切後の令和８年度内において

随時申請のご相談を賜ります。 
ＵＲＬ:https://www.sokusin.or.jp/town/subsidy/ 
 
 

■ 「組合区画整理事業の基礎講習会 2025（再配信）」を２月に開催します 

組合施行の土地区画整理事業は、地権者が主体となって、新たな物流拠点等の敷地整備や、既成市
街地の未利用地の転換等において活用されることが期待されています。本講習会では、組合区画整
理事業の特徴、組合設立までの流れ、運営実務、自治体や民間事業者との関係、事業遂行に係る技術
など、組合区画整理に関する基礎的知識・情報を提供するものです。 

産業拠点等の整備などまちづくりに向けて地権者主体の組合施行区画整理を仕掛けたいと考えて
おられる「地方公共団体の方々」や、組合区画整理事業に携わるための基礎的知識を得たい「コンサ
ルタント、ゼネコンやデベロッパーの方々」、土地活用を考えるために組合区画整理事業の仕組みに
ついて理解をしたい「土地所有者の方々」、また、区画整理事業の基礎的な内容も含まれていること
から、実務初心者の方は是非ご活用ください。なお、本講習会は、令和７年７月に開催した「組合区
画整理事業の基礎講習会 2025」の再配信となります。 

＜「組合区画整理事業の基礎講習会 2025（再配信）」の概要＞ 
日  時：令和８年２月１８日（水）～３月３日（火） 
開催方法：オンデマンド方式の録画配信によるオンライン講習会 
受 講 料：８，０００円（税込、テキスト代含む） 
申込期限：令和８年２月２日（月） 
申込方法：当機構ホームページの「イベント・講習会」からお申込み下さい。 

      ＵＲＬ: https://www.sokusin.or.jp/event-seminar/ 

https://www.sokusin.or.jp/event-seminar/
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■プログラム 

 

■ 「区画整理における企業誘致と土地活用講習会 2026」を 7月に開催します 
～物流・工場・データセンター等の誘致戦略を学ぶ～ 
最近の区画整理事業では、物流施設や工場に加えデータセンターの誘致を目指す事業もあり、

地域経済の活性化、雇用の確保という面から、企業誘致のための区画整理事業の積極的な活用が

求められています。これらの事業成功の秘訣は、権利者の将来の「土地活用」や「生活像」を分か

りやすく示すことにあり、権利者が安心して資産活用に取り組む環境を整えることにあります。 
また、企業誘致を実現する上では、企業が求める敷地規模や形状、関連インフラの一体的整備を

実現する事業計画とする必要があります。 
本講習会では関連する分野の第一人者である専門家をお招きし、事業成功の秘訣について、事

例も含めて分かりやすく解説いたします。 
 

＜「区画整理における企業誘致と土地活用講習会 2026 
～物流・工場・データセンター等の誘致戦略を学ぶ～」の概要＞ 

日  時：令和 8年７月１０日（金）～７月２１日（火） 
開催方法：オンデマンド方式の録画配信によるオンライン講習会 
受 講 料：１０，０００円（税込、テキスト代含む） 
申込期限：令和８年５月２７日（水） 
申込方法：当機構ホームページの「イベント・講習会」からお申込み下さい。 
      ＵＲＬ: https://www.sokusin.or.jp/event-seminar/ 

NO. 講 師 内 容 時 間 

① 
東京都 都市整備局 
市街地整備部換地計画専門

課長  北島 雅彦 

組合区画整理事業とはどういうものか 
・区画整理の基礎知識  ・組合区画整理事業の流れ 
・組合と地方自治体の関係性  ・実践にあたってのポイント 
・事例紹介  ・区画整理の歴史 

９０分 

② 

㈱フジタ 営業本部 
企画営業統括部 
地域開発推進部長 

野口 浩二郎 

組合組織のつくり方と運営 
・準備組合設立までの流れとポイント   
・組合設立までの流れとポイント     ・組合設立後の組合運営 
・組合の解散 

９０分 

③ 

日本工営都市空間㈱ 
都市開発コンサルタン
ト事業本部 副技師長 

平野 元 

組合区画整理事業の基礎技術 
・組合運営における留意点 
・組合区画整理事業における、換地設計・仮換地指定、 
建物移転・補償、工事施工管理、換地計画・換地処分、 
登記手続き、清算金徴収交付事務、保留地処分 

９０分 

https://www.sokusin.or.jp/event-seminar/
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＜プログラム＞ 

番号 講師 内容 

第 1部 
㈱ハウマックス 
代表取締役      滝川 幸信 

区画整理における企業誘致の戦略 
～事業を成功に導く企業誘致の秘訣～ 

第 2部 
エム・ケー㈱ 
専務取締役      柳瀬 英男 

権利者と共に大きな土地をまとめ活用する 
～企業が欲しくなる土地を創り出す～ 
 

第 3部 
あきる野市 都市整備部 
区画整理推進室  沖倉 和久 

申出換地を導入した土地の集約化と企業誘致 
～官民協働による企業誘致の実践～ 

第４部 
平塚市ツインシティ大神組合 
事務局長        小林 岳 

保留地と換地を活用したプロポーザルによる 
施設立地の戦略 
～保留地の処分を前提とした実例～ 

 

■ 「区画整理年報（令和 7年度版）」は３月に発行予定です 

当機構では、昭和４５年度以降に認可された全国の区画整理のデータをエクセルファイルで統計的
に整理し、ＣＤ－ＲＯＭに収録した「区画整理年報」を毎年発行しております。この区画整理年報
は、国土交通省都市局市街地整備課から提供を受けたデータを基に作成しているもので、事業面積
や減歩率といった事業諸元から事業の種別・特性など１４７項目のデータを収録しております。ま
た、近年５ヶ年（令和２～６年度）の区画整理事業の傾向を図表やグラフを用いてわかりやすく整理
してあるほか、オートフィルタ機能にて、自由にかつ瞬時に、データの検索･集計作業ができます。 
現在は、令和６年度末までのデータを追加した「区画整理年報（令和７年度版）」を 3月に予定し
ております。詳細や購入方法は、当機構ホームページの「出版配布図書」をご覧ください。 

     出版配布図書ＵＲＬ：https://www.sokusin.or.jp/books/ 

 

★★★★＜活動報告等＞★★★★★ 

■ 民間事業者研究会の活動報告 
機構理事長直属の調査・研究機関である「民間事業者研究会」の令和７年度の活動については、

合計１９社で活動中です。 

民間事業者研究会の令和７年度の活動方針や詳細な活動状況等については、当機構ホームペー

ジの民間事業者研究会のページをご覧ください。 https://www.sokusin.or.jp/study/ 
  

https://www.sokusin.or.jp/books/
https://www.sokusin.or.jp/study/
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◆令和７年度 分科会 

 
 

ワークショップでは、テーマを「区画整理における防災指標とは」として、（１）区画整理事業
の価値（保留地価格向上や補助金獲得）、（２）企業の価値（企業イメージ）を高めるための評価軸
について議論をいたしました。 

第 5回 

日 時：令和８年１月２６日（月） 15：00～17：30 
場 所：機構会議室 
参加者：２４名（うちWeb参加１名）、サポートメンバー８名 
議 事：①開会挨拶、②ワークショップ、③その他（次回以降開催予定） 

◆お問い合わせ先◆ 
公益財団法人区画整理促進機構 

〒102-0084 東京都千代田区二番町 12-12  B.D.A.二番町ビル２階 
電話：03-3230-4513 ＦＡＸ：03-3230-4514 
ＨＰアドレス：https://www.sokusin.or.jp 

Ｅ-mail：mail@sokusin.or.jp 

https://www.sokusin.or.jp/
mailto:mail@sokusin.or.jp

